




Educating Students Who Will Contribute with International 
Vision in the Future
OOBA Yuu
This article is a summary of my M.A. thesis, “Educating Students Who Will Contribute with Interna-
tional Vision in the Future.”
What kind of motive causes people to choose an occupation in which they work to make an interna-
tional contribution? What kind of influence would their living environment and their elementary and
junior high school education have on their choice of occupation? What should schools do to educate
people who will contribute internationally? What kind of education would cause students to think that
they themselves should become people who make international contribution?
I investigated these questions and considered the appropriate school education. I paid attention to
international exchange directors in Japanese schools in foreign countries and discussed their role in
particular it. 
First, I asked 38 people who were making an international contribution in an NGO. I combined
their answers regarding a proposed policy for education in international understanding to make a ques-
tionnaire for students. I received responses from about 800 students. Furthermore, as reference, I
obtained the opinions of 25 teachers engaged in junior high school education in international under-
standing. I also asked the cooperation of an international exchange director. The topics of the question-
naire to students, proposed by Japan Association for International Education, were as follows: 
① Learning and experience and the desire for international exchange
② Global social knowledge and the nature of the work
③ Interest in world problems 
④ Participation in service activities and learning and the experience of contributing
The answers received from persons connected with NGOs suggested the importance of hearing
stories directly from persons who have NGO experience as well as movies in motivating students. From
the answers given by students, I learned that many had the desire for international exchange. I also
understood that students wish to learn about the “real world” in school. Regarding educational meth-
ods, the students wrote about the importance of real experience in actual locations as a means of learn-
ing about the world. They also noted that improvement of their ability to communicate in English was
necessary. Based on these answers, I considered ideal educational methods in Japanese schools in
Japan and overseas. 
The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology dispatches international
exchange directors to oversee international exchange activities in Japanese schools overseas and to moni-
tor international contribution activities. I examined their little-known activities and discussed their role.
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はじめに
本稿は、筆者の在外教育施設への教員派遣経
験に基づき、日本国内でアンケート調査を実施
し、日本国内の中学校及び海外日本人学校での
「将来、国際的視野で貢献活動を行う生徒の育
成策」を論じた修士論文の概要である。1
調査の方法として、NGO等で実際に国際貢
献にかかわっている人々からアンケート調査を
通して意見を聞き、その思いや考えを基に、日
本国際理解教育学会2 の示す国際理解教育の方
針から生徒用の質問紙を作成した。東京のN区
の公立中学3年生及び国際理解教育を専門的に
扱う国立大附属中等教育学校の1年生にアンケ
ート調査を行い分析した。参考としてN区立中
学校で国際理解教育を担当している教員の意識
調査を行って「目指す教育の方向とその具体策」
を導き出すことに努めた。
本稿は、貢献しようという意欲や態度の育成、
すなわち情意面の育成についてのみ考えた（図
参照）。
ところで、海外には日本人学校と補習授業校
という在外教育施設がある。そこでは、日本国
内ではできない交流活動を行っている。日本で
は見られない現地の悲惨さや、豊かさを見るこ
とができる。外国語（特に英語）にも堪能にな
る。全員が国際貢献できるとさえ思われる。し
かし、実際はそうはいかない。国際交流を一層
進展させるために、文部科学省は、派遣教員に
現地教育事情調査を課し、また、国際交流ディ
レクターを派遣した。海外の日本人学校とはい
え、相当な努力をしないと国際交流は、いわん
や国際貢献は難しい。
そこで、国際交流ディレクターに焦点を当て
て、日本人学校等での国際貢献する生徒の育成
を考えた。その指標として国内での調査を活用
し、日本国内外の学校での将来に亘って「国際
貢献する生徒の育成」について論じた。
国際交流ディレクターからも実際的な意見を
求め、国内外の統合を図った。
本稿は、字数の関係で、焦点を絞り、第1章
では、アンケート調査の概要と調査結果から求
められた「日本国内の中学生の育成策」につい
て課題を提示した。第2章では「国際交流ディ
レクターへの期待」を通じて、海外日本人学校
本稿の方法
での育成策について触れた。そして、第3章で
は育成策の具体例を示した。
1 調査結果からみた「国際貢献意欲の醸成」
1.1 NGO等経験者対象アンケート調査と考
察
実際に国際貢献をしている人々がどのような
動機や生活環境で国際貢献を意識し、職業等と
して選んだのか、学校教育の影響はどうであっ
たか、そして、貢献の現場から見てどのような
学校教育の内容や方法が望まれるかを尋ねた。
調査対象はグローバルフェスタ2007（2007年
10月、日比谷公園）3 に参加していたNGO等
200名とし38名から回答を得た。この調査では
以下の結論を導くことができた。
① 海外生活の影響は大きい。しかし、小中
学生のころの海外生活がその後に影響を
与えるかどうかは、この調査では分から
ない。
②独特な教育観は、海外生活の経験よりも、
実際の活動を通じて生まれている傾向が
ある。
③学校の雰囲気や方針、特に、私立のキリ
スト教系などの学校での活動の影響は見
られる。一般的には、学校というよりも、
教師個人の影響を受けている場合がある。
グローバルフェスタ等での現地インタビュー
では、「大学での授業やボランティア、海外体
験」を通じて国際貢献の道に入った人が多かっ
た。しかし、アンケート調査では、それよりも
若い時期の経験が生かされている感がある。
例えば、「小中高での学校でのボランティア
経験や学校行事での国際貢献や交流、途上国の
現状を知ったこと及びそのころのテレビでの映
像による影響」が少なくないことであった。と
すれば、さらにこの傾向は早めることも可能で
あろう。
共感的に途上国の現状認識と比較ができる年
齢、恐らく、小学校高学年から高校前半くらい
が、感性として貢献意識を持つと思われる。発
達段階として、中学校教育の役割が大きいとい
える。生徒アンケート調査でも、最も記述の多
かったのは国際中等教育学校の生徒であった。
また、必ずしも海外での体験を必要としてい
ないが、結果的に海外体験者が多いということ
は、回答者の生活環境がなんらかの海外生活と
密接にかかわっていることが想像される。
総合的にみると、実際に国際貢献への道をた
どる人は、今回の調査対象の世代では、大学の
年齢以降に直接のきっかけがあるようだ。学校
教育の影響では「映像によるもの」が多い。そ
のため、今後、望まれる教育活動や方法の筆頭
も「映像による疑似体験」である。これは、大
人や経験者の感覚であり、生徒の調査とは若干
の違いがある。
後節で扱う生徒の調査では、「映像も効果的
であるが、自分で調べることや実際に体験する
ことがより必要である」との指摘が増えている。
映像が珍しかった時代に学校生活を過ごした世
代では映像の影響は現在とは比べられないほど
の強い印象があったことも考えられる。今や、
映像はごく当たり前で、むしろ、実写映像を超
えたCGの世界に生きている生徒もおり、映像
から何かを読み取る、一層の想像力が必要とさ
れている。
簡単には表現できないが、教師の姿勢を問う
人も少なくなかった。すなわち、「議論のでき
る自由な雰囲気つくりと世界のニュースを伝え
ること、その視点について指導すること」など
である。そして、「授業やカリキュラムを工夫
して、継続的な指導をすること」を指摘してい
る。
学校教育で画一的指導の下、ボランティア精
神や貢献意識を育てることは難しく、また、義
務教育の本旨からも外れる恐れがある。あくま
でも、人間性の基盤の一部として、それらの意
識を醸成するという視点が必要であろう。都立
高校に「奉仕」が必修教科として設置されたが、
その狙いも、豊かな国民性の一つとして、さま
ざまな体験活動を通じて人間性を育成する手段
である。
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「奉仕科」は、生徒のアンケート調査の中に
も見られる、「授業として取り上げる」という
観点の具現化されたものと考えられる。今まで
にも、奉仕活動は心の教育のひとつとして強調
されることが多かったが、実際に、それを体験
的に行える教科や行事は特別な取り扱いや工
夫、指導者と生徒双方にエネルギが必要であっ
た。教科とすることで、これらの課題は解決し
やすくなったといえよう。
学校の教育課程に国際理解教育を定着できる
ようになったのは、平成10年度の改訂で学習
指導要領に「総合的な学習の時間」が設けられ
たことによる。総合的な学習の時間新設に際し、
その内容例として「国際理解教育」が示された
からである。今回の調査対象の人々の年齢は
様々であるが、一般的には平成生まれの人がこ
の学習指導要領の影響を受けている。そう考え
ると、今回の回答者の多くは昭和生まれで、学
校で国際理解教育に触れる機会は、担任や教科
担当教員の教育的意識の有無によったと思われ
る。高校後期か大学以降に国際貢献意識を持っ
た理由はこのあたりにもありそうだ。
一方、私立学校、特にキリスト教系の学校で
は、その理念そのものが国際貢献的であり、そ
の中で育った生徒には少なからずその意識があ
る。一般的に、比較的早い時期にその意識が自
然に芽生えているといえるだろう。
ところで、学校教育の中で「NGO経験者の
話を聞く」ことの効果が大きいという指摘が多
いことは予測した通りであったが、注意すべき
は、NGOに携わる人々の経済的、精神的に不
安定な生活や活動に伴う危険性が、印象として
生徒の心に大きく残ることがあることである。
また、話し方や、話者の経験の多少、生徒の状
況等で話の内容が違うものとして記憶されてし
まうこともないとは言えない。中学生にわかり
やすく、深く心に沁みるような話し方の技術を
兼ね備えているNGO経験者と出会うことが重
要になってくる。
この調査では、経験者の話や映像の優位性が
認められるが、一方、その危険性もある。こう
考えると、何が正しい情報なのか、という問題
にも行き着く。また、義務教育の公立学校では、
常に、「なぜそれをする必要があるのか」、とい
う質問への回答を用意しなければならない。
例えば、内閣府の拉致問題対策室主催の「拉
致問題を考える集い」に参加させたりすること
すら批判されることを危惧する面がある。ある
いは、「国際理解教育をなぜやる必要があるの
か、NGOを呼んだ理由は何か、教育計画はあ
るのか」などと市民から糾弾されれば、教育の
鎖国状態になりかねない。
このようなことの積み重ねが、個人から国レ
ベルの国際化を阻む要因となっていると考えら
れる。4
1.2 日本国内中学生の意識調査（生徒対
象アンケート調査）
NGO等経験者のアンケート調査の結果を受
け、生徒へのアンケート調査を作成した。構成
は、日本国際理解教育学会の示した、4つの視
点に基づき、4問構成とした。誘導型アンケー
ト調査とし最終的に「学校で何を学べばよいと
思うか」という、課題探求型を目指した。
この4つの領域とは、「A 多文化社会　　B
グローバル社会　　C 地球的課題　　D 未
来への選択」 で、Aの内容として「文化理解、
文化交流、多文化共生」が、Bでは「相互依存」
「情報化」が、Cでは「人権、環境、平和、開
発」が、そしてDでは「歴史的認識、市民意識、
参加・協力」があげられている。
ここでは、それぞれを焦点化し、「①交流意
欲と交流するための学習や体験、②グローバル
社会の知識とそこで活躍するための資質、③地
球上の課題への関心、④貢献活動への参加経験
と貢献するための学習や体験」という質問項目
を設けた。
調査対象は、N区国際理解教育部会所属の、
区立中学校34校、国立大学附属中学校1校で、
11校の3年生725名及び、同附属中等教育学校
の1年生（一期生）77名から回答を得た(2008
年1月実施)。
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1.2.1 生徒対象アンケート調査の考察
貢献するという意識を持つには、貧困などの
格差・差異に気がつくことが必要である。その
原因がグローバル化にあることに気付いている
生徒が少なくない。
書かれたコメントでは、「世界の今の情報」
が必要であること、そのためには「映像での学
習や体験活動を通じて自分で調べること」が有
効であること、「語学（特に英語）の習得」が
重要であること、「直接行って見聞すること」
が必要であること、「音楽、スポーツ、募金」
がキーワードとしては多かったことなどが読み
取れた。
「映像、直接行く」とともに、「日本の文化
と比較する、日本の文化を身につける」という
ことを書く生徒が増えている。以前は、「交流
する」が多かったことからすると、国際理解教
育及び社会科や英語科学習の成果と方向性が見
られる。
まとめると、生徒の意識としては、「貢献の
必要な場所へ直接行くのがよいが、それができ
なければ、映像などで『今の世界』を知りたい。
体験等を通じて自分で調べることも大切であ
る。その上で、貢献策としては、募金は有効で
あるがそれだけでは十分ではなく、その他何が
できるか考えたい。行動する際には、英語（あ
るいはその国の言葉）が必要であろう。貢献に
ついては、本当にその人たちのためになるかど
うかをよく考える必要がある。」と言ってよい
だろう。
TVやメディアが発達した世界に住む生徒が
「今の世界」を意外に知らないことが分かった。
絶対的な知識量の不足を感じた。具体的に何か
をするためには対象となるもの、例えば、貧困
等を具体的に知る必要がある。一般的な印象と
して、世界の貧困という問題があることは知っ
ているが、具体的にはとらえていない。
世界の子どもたちの課題や日本の貢献活動等
についての学習は、学校の教育課程や授業でも
量的不足は明らかである。5 発達段階的に、
もっと知っていてよいと思われる。特に、貢献
を考える上では、多くの生徒が指摘しているよ
うに「まず、現状を知る」ための手立てを講じ
ることだろう。
交流に主眼の置かれていた、すなわち日本が
国際化を目指していた、20年前くらい前（学
習指導要領上や都の教育目標上でも学校教育に
国際理解教育が取り上げられる以前）では、
「まず、交流すること」が中心になったことは
理解に難くない。しかし、この四半世紀で日本
も大きく変わった。日本が先進国世界に追いつ
いたと考えられるようにすらなった。PKO協力
法（国連平和維持活動等に対する協力法、
1992）も成立して、カンボジアへの自衛隊派
遣を皮切りに日本の国際貢献も新しい時代を迎
えた。
国際化も自然現象のようにとらえられる時代
においては、「交流」から「現状認識」にシフ
トすることが貢献意欲の醸成につながるだろ
う。生徒を取り巻く教育と日常の世界がこの流
れに追いついていないことが生徒の基礎知識不
足につながっているといえる。
2 国際交流ディレクター「現状と期待」
戦後、日本の経済発展とともに、2つの系統
の学校が海外に設立された。1つは補習授業校
といわれる、日本語教育を中心に行う学校であ
り、もう1つは日本の学校と同じ教育課程をも
つ日本人学校である。
日本人学校は、全日制で、通常、日本と同じ
カリキュラム（すなわち学習指導要領に準ずる）
で日本と同じ授業時数を標準として教育活動を
行っている。法的には、学校教育法で文部科学
大臣が義務教育の終了を認定する学校の1つと
され、その条件が、「学習指導要領に準じた教
育課程等を実施していること」である。日本人
学校の申請には30名以上の児童・生徒が在籍
しており、学校運営委員会が学校経営を行って
いること等の条件がある。それらを満たしてい
る場合、日本からの教員派遣（日本国内の法定
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定数の8割）はじめ、学校建築費の補助等さま
ざまな援助を受けられる。
児童・生徒が3名以上いれば、補習授業校と
なることができる。条件は、国語（すなわち日
本語）の授業を週1回以上行うことである。大
規模補習授業校（100名以上の児童・生徒が在
籍）には校長等基幹教員として1名が派遣され
る（さらに400人ごとに1名）。
欧米では、平日は現地の学校やアメリカン・
スクール等に通い、毎週土曜日にのみ、補習授
業校に通学する生徒が多い。週1回土曜日に国
語と算数・数学の授業を行う欧米先進諸国の形
態が一般的であり、児童・生徒数2千人を超え
る規模の学校が少なくない。6
一方、旧東欧諸国のように、日本人学校設立
は予算的や人的にできず、ほぼ毎日、ホテルや
大使館の一室で小規模に授業を行っている補習
授業校もあり、準日本人学校と認定されている
ところもあった。このような学校には例外的に
教員を派遣している。
文部科学省資料『海外で学ぶ日本の子どもた
ち』（平成20年1月）によれば、海外にいる就
学年齢児童・生徒数は約5.9万人で、50カ国85
校の日本人学校に約1.9万人、53カ国195校の補
習授業校に約1.7万人、現地校等に約2.3万人在
籍している（表1参照）。（国内の私立学校法人
等が母体の私立在外教育施設も11校設置され
ている。）
これらの学校では,自然発生的にも国際交流
や現地理解教育を進めているが、一層の交流や
貢献を進めることが課題となっている。
2.1 国際交流ディレクター制度
国際交流ディレクターは平成2年度（1990）
に創設された新しい派遣教員支援策である。外
国にある日本人学校とはいえ、現地社会や現地
の学校との国際交流が進まないのは、ひとえに
言葉と交流に要する時間の問題が大きい。7
派遣教員にそれらを求めることが難しくなって
いることはかねてより指摘されたことであっ
た。
多くの学校では、言葉の問題という現実的な
面と、わずか2、3年で帰国してしまう派遣教
員にはできない継続性との両面で、現地採用教
員（事務職員等も含む）にそのコーディネート
を依頼していることが少なくない。しかし、現
地採用教員等の職務として給与体系に結びつか
ないことや派遣教員と現地採用教員等の確執や
癒着の原因ともなり、問題とされていた。
国際交流ディレクターは文字通り、日本人学
校の児童・生徒及び教員の国際交流をコーディ
ネートすることを目的としている。従来、派遣
教員が不自由な言葉を現地採用教員等の助けで
補いながら、現地の学校と交渉するのは非能率
的で、また、現地採用教員（文字通り現地に居
住している日本人から採用した教員）の影響を
校務全般に受けることも問題となり、専門家の
派遣が望まれていた。したがって、現地語と現
地の状況に精通していることがこの職への応募
資格とされている。
国際交流ディレクターに採用される人には、
現地で日本企業の管理職として活躍していた人
や、元派遣教員もいる。元派遣教員は学校の実
態をよく知っているので、教員としてはありが
たい面もある。
国際交流ディレクターは通訳としての立場に
在外教育施設と学齢子供数
陥りやすい。しかし、その資格要件ではもっと
高度なことを求めている。文部科学省の「在外
教育施設国際交流ディレクターの派遣につい
て」の「資格」によれば；
①国際交流の企画・実践に関する能力・適
性を有すること（リーダーシップ、海外
在留経験、語学力、日本文化への造詣な
ど）。
②国内の教育事情、学校運営に関する識見
を有すること。 である。
通訳として以上に、国際交流にかかわり、日
本の教育事情（学習指導要領等）と学校運営
（管理職として）の識見が要求されている。国
際交流ディレクターが管理職待遇で派遣される
理由である。
しかし、管理職経験者とは限らないどころか、
学校勤務の経験もない人が派遣されることも多
く、したがって、通訳以上の職務を行うには、
校長以下担当者の明確な交流方針や経験が必要
となる。組織としての国際交流計画の必要性で
ある。ところが、校長はじめ管理職が、海外派
遣が初めてだったり、国際交流ディレクターよ
りあとから派遣されることも多いので、想像以
上の混乱がある。
「在外教育施設国際交流ディレクターの派遣
について」によれば、国際交流ディレクターの
勤務条件として重要な事項は（下線は筆者）；
「国際交流ディレクターは、学校運営委員会
又は在外教育施設の校長の監督の下で、誠実に
その職務を遂行するものとし、その場合、その
能力を生かし自ら進んで職責を果たすべきもの
であると考えています。さらに、国際交流ディ
レクターは、勤務時間のみでは、仕事を処理で
きないという側面もあります。このような職務
の特殊性から、現地の労働法制に抵触しない限
り、勤務時間、休日及び休暇の制度は適用しな
いものとしています。ただし、実際上の必要を
考慮し、学校運営委員会又は学校長は、国際交
流ディレクターの職務遂行上の目安となる「執
務時間」（通常、勤務している時間（教職員の
勤務時間に準ずる時間））を定めることとして
います。」
このような一文をあえて規定していることか
ら国際交流ディレクターの職務遂行の困難さと
ともに現状と課題が見える。8
平成2年に制度化されたとはいえ、実際に派
遣されているのは、今までに、全世界で17校
である。日本人学校5校に1名の割合である。3
年の任期であり、拠点校への派遣であるから、
その存在自体知らない学校や派遣教員の方が多
い。9
2.2 国際交流ディレクターに期待する
2.2.1 国際交流ディレクターの派遣の趣旨
から考える
国際交流ディレクター派遣の趣旨は「在外教
育施設国際交流ディレクターの派遣について」
に記されている。それによれば；10
①国際交流に関する事案の企画及び実施に
ついて総合的に調整し、並びに調査及び
指導、助言にあたる。
②現地の実状に応じて推進されているもの
を、更に体系的・継続的に実施にする。
の2点である。
そして、具体的な活動としては；
在外教育施設における国際交流に関する活動
としては、
活動-①　「学校の校務として教育計画に位
置付けて実施する分野」
活動-②　「学校運営委員会が主催して実施
する分野」
と整理されている。そして、その目的は；
「児童・生徒の国際性の涵養や現地社会への
貢献・協力などの観点」とし、その中核的な役
割を国際交流ディレクターに期待している。
なにより、「貢献・協力」という文言に文部科
学省の願いが込められているといえよう。
国際交流ディレクターのかかわる貢献は地域
に限定されるが、今後の日本を見据えた場合、
貢献とはなにかについて、国際教育課はその目
標に壮大な構想を示している。
「国際的に活躍できる人材の育成～受動的な
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対応から積極的な貢献へ～」と題して、「日本
は今まで国際社会のルール、秩序を所与の条件
として受け入れ経済発展を遂げてきたが、今後
はこのような国際社会の新たなルール、秩序を
形成するような積極的な貢献が求められている
と思う。しかしながら、国連の意思決定プロセ
スに参加する幹部職員に占める邦人の割合が極
めて少ないことに示されるように、このような
新たなルール、秩序の形成という分野での日本
の貢献は少なかったと思われる。このため今後
はこのような分野でも活躍できる国際的な人材
の育成は大変重要だと考えている。」11 とあ
る。
これらを見ると、国際交流ディレクターは単
なる通訳ではないことが明白である。
海外派遣を希望する教員の多くは、なんらか
の方法や内容で国際理解教育や国際教育を実践
してきている。それを海外で行おうとすれば、
例えば、外国人のゲスト招聘に苦労はしないし
（通訳の必要はあろうが）、現地の事情を知ろう
とすれば簡単に実地体験できる。むしろ、派遣
教員より生徒や保護者のほうがよく知っている
ことの方が多い。
日本で苦労してやってきたことなら、比較的
簡単に、しかも高度に実現できる。このような
教育活動や交流活動は派遣教員に主導してもら
えばよい。これは、日本の教育に精通していな
い現地採用教員等、現地に根付いている教員に
はむしろ、不得手な部門であり、派遣教員がイ
ニシアチブを取りやすい。国際交流ディレクタ
ーはこれを支援すればよい。すなわち、必要な
相手との交渉と日程等の調整である。
つまり、日本国内で行っている国際理解教育
を発展させたような交流活動については派遣教
員がノウハウを持っているので、その支援に徹
し、オリジナルな海外でなければできないこと、
例えば、現地校との交流はどこの日本人学校で
も行っているが、それをさらに質量ともに向上
させることや国際組織等との交流に発展させる
ことが、国際交流ディレクターが能力を発揮す
る場面となろう。そして、生徒や保護者も対象
として、現地での貢献の実践を行うことであ
る。
現地校との国際交流で注意すべきは、日本の
教員の発想は集団指導・集団交流である。した
がって、綿密な計画と情報共有が必要になる。
それになじまない海外の現地の学校もすくなく
ない。元々の学校文化が違う。民間人の国際交
流ディレクターであれば、日本の教育を受けて
きたとはいえ、その点で柔軟に対応できるので
はなかろうか。12
貢献についても、国際交流ディレクターの手
腕は、オリジナルな、その地域でしかできない
ような交流活動、貢献活動の企画、運営であろ
う。例えば、プラハ日本人学校の「盲学校訪問」
「癌と闘う人を支援するキャンペーン参加」な
どの貢献活動やローマ日本人学校の「ローマの
時間（職場体験）」のキャリア教育、ナイロビ
日本人学校の「ノーベル平和賞受賞者との植樹
活動」などの現地との深いかかわりのある教育
活動や行事である。13
教員の計画を支援する場面と自らが企画する
活動を明確にして、年間指導計画のもと継続し
て実践することが、当該学校の地域における信
頼・親密観を大きく向上させるであろう。海外
こそ、地域（現地社会と日本人社会）あっての
学校である。
ところで、情報の発信やプレゼンテーション
に注目しがちだが、交流相手を探すのと同様に、
日本人学校の貢献意欲を受け取る側の開拓もし
なければならない場面もあるだろう。必要とさ
れるところを探すだけではなく、日本人学校や
日本人社会のできることを受け取ってくれると
ころを探すということである。双方向のコミュ
ニケーションが必要なゆえんである。14
2.2.2 現地の情報通となること
現地交流に当たって、注意すべき最大のこと
は、児童･生徒の身体的・物理的安全確保とと
もに、現地の人々の日本人観であろう。「○○
国の人々は、一般に日本人をどう思っているか」
ということだ。15
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日本人学校にいると、実は、現地の情報はさ
ほど伝わってこない。これは、日本国内の学校
でも同様な傾向があり、一つは、教員が世情に
疎いこととも関係している。しかし、海外では、
派遣教員は旅行回数が問題になるくらい私的に
社会と接触している。にも関わらず、現地の情
報が伝わらないのは、派遣教員が現地の、その
時の社会状況に興味が少なく、日本にいるとき
と同じ感覚であるということだろう。教員固有
の性格といえるかもしれない。16
現地で商売や経営をしている方が現地の状況
に疎いわけはない。一方、領事館等は最も詳し
いはずであるが、国によっては意外に情報が伝
わっていないこともあるようだ。また、国益
（在留国との関係を含め）優先であるから、す
べての情報を学校に伝えることもできない。と
すると、現地で現地の人を使って仕事をしてい
る企業や民間人が現地事情に最も詳しいことに
なる。しかも、本音と建前的な裏情報にも精通
していよう。
教員が現地企業の人々と付き合う場面で一番
多いのが、教員対保護者の関係である。この場
面では、現地の情報が伝わることは、まず、な
い。ここでも、国際交流ディレクターの活躍が
期待される。なにも、現地人との交流や交渉に
限ることはなく、国際交流ディレクターという
教員とは違う自由な立場で日本人の企業家や貢
献実践者と連携を図ることが可能であろう。
その中で、現地の人々の日本人観や日本人学
校観等も認識でき、派遣教員や児童・生徒、保護
者への大きな支援となろう。それがあって、初め
て、文化的交流や交流活動から「お互いの行動を
見直す相互理解」への発展も考えられる。17 国
際交流ディレクターは現地の状況に詳しいこと
が一番の武器となろう。18
現地の日本企業は自らが日本人学校の設立に
かかわっており、様々な物的人的援助も厭わな
い。また、地域の行政との友好的な関係もきわ
めて重要である。学校から出て、地域社会や企
業との交渉や情報収集とならんで、地域への貢
献活動を共に行うようになれば、日本人学校の
評判も上がり、日本人の安全にもつながるだろ
う。そうなって初めて、生徒を小さな外交官と
して現地の学校と交流できるようになるだろ
う。
2.2.3 国際貢献の安全性への配慮
国際貢献についてはもう少し詳しく見る必要
がある。貢献活動を評価することは難しい。な
にが貢献かという基本的な問題と、誰かに対し
て貢献すると他の誰かに対しては非貢献あるい
は反貢献になる可能性を秘めているからであ
る。
この問題は、海外では、国際問題に発展する
可能性すら孕んでいる。日本の学校文化の特徴
のひとつは、「悪意なき行為は結果に責任を負
わせない」という傾向がある。しかし、国際的
になると、行為の結果のみが問われる。例えば、
「そんなつもりはなくても」宗教を冒涜すれば
その結果のみで非難されることになる。個人レ
ベルの問題でも学校や国の問題として発展する
可能性は少なからずある。その時、学校と地域
社会の関係が問われる。
このような「貢献の評価」についても発達段
階に応じて教える必要があるが、その評価は在
留国の政治・社会状況に依存していることが多
いので、そのような情報についても国際交流デ
ィレクターが把握して、活動の是非や方法の修
正を図る必要があるだろう。そして、それは貢
献や協力といったレベルだけの問題ではなく、
現地理解や現地での生活そのものにもかかわっ
てくると考えられる。これこそ、日本国内では
実感できないものだろう。
2.2.4 国際化と個人の関係の整合性を図る
個人レベルの国際化から国レベルの国際化へ
の過程がなく、いきなり、個人レベルの国際感
覚が国レベルの国際感覚として扱われるのが海
外の児童・生徒の置かれた立場である。「君た
ちは小さな外交官」などと、いい気になって、
子どもたちに大きな責任を負わせていた筆者自
身の反省をこめて、学校として児童・生徒の個
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人レベルの国際化と国レベルの国際化の整合性
をとる機能としての国際交流ディレクターの活
躍に期待する。19
日本人学校がある地域では、その母体企業や
親の日本人社会が現地の人々を労働者や社員と
して雇用し、経済活動を行っている。それだけ
でも現地への貢献といえるが、そのことを意識
している教員や生徒は少ない。そのような日本
人社会の宣伝にも国際交流ディレクターへの期
待がある。それも、個人としてではなく、学校
という組織としての活動である。
現地には、現地のテレビで報道されるような
地道なボランティア活動をしている日本人企業
家や日系企業がある。本人たちがそれを営業等
の宣伝材料にされないように細心の注意を払っ
ている場合も少なくない。そのような活動を発
掘し、子どもたちに伝えることも派遣教員には
なかなかできないことである。
生徒のアンケート調査にも頻出しているよう
に、実際に貢献活動をしている人の姿を見せ、
活動実績を示し、できればその手助けをするこ
とが国際貢献意識や態度の醸成には極めて有効
だろう。それができるのが日本人学校であり、
国際交流ディレクターであろう。
身近な日本人の活躍を組織的に学ぶことか
ら、国レベルの国際化意識が芽生えるとよい。
一方で、貢献意識を持たせるには、「いかに
世界が貧しいかを見せること」であるといわれ
る。NGO等経験者や生徒の回答にも教員の回
答にも見られる。しかし、発達段階によっては、
それがマイナスの効果も持つことが考えられ
る。また、国によっては、そういうところを見
せないようにしている。それらを十分把握して、
適切に教員や生徒に伝えることも、困難ではあ
るが大切なポイントだろう。
2.2.5 国際貢献する生徒の育成と国際交流
ディレクターのかかわり
ところで、日本人学校の特色として、小中一
貫教育がある。様々な理由で小中が一緒にやっ
ているといったほうがよい。結果的に小中一貫
の形態を持っているといえる。しかし、派遣教
員は小学校、中学校別々に選考されるので、小
中一貫を経験している教員はむしろ少ない。日
本人学校で学んだ小中一貫的教育が帰国して役
に立ったという報告もよく聞く。
一方、児童・生徒もそうそう長い期間、日本
人学校にいるわけではない。日本人学校では、
例えば3年間を見通した教育にはあまり意味が
ない。3年間すべてにかかわる子どもが少ない
からだ。しかし、現地との交流や貢献策、学校
の開放等で地域とかかわるのは、3年どころで
はない。そういう意味で、現地での信頼確保に
は長期的な付き合いが必要である。ここでも、
国際交流ディレクターを通じた長期計画が大き
な効果を持つであろう。そしてそれを確実に引
き継ぐことである。
派遣教員の引継ぎはあっても、その多くは、
自分たちの生活についてが多い。管理職でも、
学校経営上の諸問題や、事務局、運営委員会、
在外公館や現地の行政との関係に終始する。日
本であれば、地域のあいさつ回りは前任管理職
が案内することが多いが、海外では、それはで
きない。しかし、現地校との交流や現地社会へ
の貢献について、綿密な引継ぎが行われれば、
仮に、国際交流ディレクターの派遣校が変わっ
ても、それまでの実践がなくなってしまうこと
はないだろう。
海外に出た児童・生徒が国際交流や国際貢献
を自動的に望むようになるわけではない。親は
むしろ日本へ帰国した際の適応と進学対策を望
んでいる。したがって、英語やその他の現地語
以外に日本の教育とは異なる内容に発展させる
ことは十分な周知が必要である。
生徒のアンケート調査では、44％程度の中
学3年生生徒が国際交流を望んでいると答え、
「貢献意識の醸成策」には74％を超える生徒が
関心を寄せている。とはいえ、知らないことに
対し、好奇心を持っているからと考えても、彼
ら彼女らが海外に来た途端に100％まで数値が
上がることはない。まして、海外に出れば、自
然に様々な外国人や外国文化に接するので、あ
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えて交流など考えなくなる確率の方が高い。
日本国内では、「交流したい」という好奇心
や「交流したほうがいい」という向上心が見ら
れるが、海外に出ると、生活環境が否応なしに
交流を強制している面があるので、あえて「さ
らなる交流」という意識を持たない児童・生徒
が多い。これは、大人や教員にもその傾向があ
る。今の生活に精一杯で交流という好奇心が薄
れる。
さらに、先進国では人種への偏見に、また、
途上国では、その貧しさや汚さにストレスや嫌
悪を覚える児童・生徒は少なくない。これもや
はり、大人も同じである。いやなところを見て
しまったために、その国を嫌いになるケースも
ある。まして言葉も通じないとなるとかなり深
刻なケースになることもある。そして、2、3
年我慢して帰国すれば済むという意識と実際、
2、3年はあっという間に過ぎる。
それでは、海外の日本人学校で日本国内の学
校に対する優位性はなんだろうか。それは、現
地にいるということである。生徒、NGO等経
験者の大きな希望は「現地に行くこと」である
が、それが目的になりかねない。日本国内では、
それで済むが、海外では、もうすでに現地にい
るのであるから、「現地で何をするか」が問わ
れることになる。すなわち、現地社会等の変化
のスピードに対応できるということだ。
よりよい協力が得られるのも海外ならではで
ある。それを有効活用することで、海外では、
貢献意識の醸成から一気に貢献活動の体験へ昇
華できるということだ。20
現地で協力関係になる対象は、日本人会、現
地社会、企業グループ、研究組織、国際組織、
学校等様々であるが、ここでは、現地NGOと
の連携を提案しておく。学校とNGOをつなぐ
コーディネーターの役割である。日本のNGO
ではODAを活用して草の根的に「一村一品」
などの得意分野があり、このような活動は生徒
にも理解しやすいであろう。当然そのためには
NGO側の努力も相当要求されるであろうが、
そのコーディネーターとして国際交流ディレク
ターの存在はありがたい。
また、児童・生徒にも共感的にかかわれるも
のが福祉や介護である。現地の行政やNGOと
の連携もしやすい分野であろう。
国際貢献とは直接かかわらないが、その素地
である「英語を使える日本人の育成」について
も、国際交流ディレクターの働きは大きいと思
われる。
それは、「英語力の向上は単に英語の技術的
側面（スキル面）を向上させるだけでは不十分
で、ヨーロッパ言語に見られる厳密性、論理性
を基準にしたコミュニケーション能力の向上が
必要だということだ。」からである。21 この
ような能力向上は、日本で外国人が教えたとし
てもなかなか難しい。まさに、海外日本人学校
は、多様性に富む学校内外の状況の活用により、
この能力を身につける格好な場である。そのコ
ーディネートや教員研修に国際交流ディレクタ
ーの存在は計り知れないだろう。
以上述べたことは、実は、一般の派遣教員に
も求められていることであろう。その具現化す
る手段として、国際交流ディレクターの手腕に
期待が高まる。国際交流ディレクターの役割が
極めて大きくなる。各校に1名派遣するように
希望したい。当面、派遣教員の中に、国際交流
ディレクターを兼務するような方法も考えられ
る。
3 国際貢献する生徒の育成
NGO等経験者及び生徒のアンケート調査を、
極めて大雑把に捉えると、「国際貢献する生徒
の育成」には、貢献する意欲を育てることと、
今の世界の状況を知らせること、同世代の子ど
もたちの実情を知ることと、交流を進めること、
そして、ツールとしての外国語（英語）力が求
められる。そして、その方法としては、体験談
を聞くことや、実際に調査すること、映像等の
資料を活用することが効果的である。
ところで、教員向け調査では意外にも教員自
身の知識の脆弱さが露見された。調査対象の数
長野賞論文　国際貢献する生徒の育成に関する調査研究
81
量とその内容を考えると必ずしも客観性のある
結果とは言えないが、筆者が日常的に実感して
いることでもある。
知識量と指導力に厳密な相関があるわけでは
ないが、貢献という発想はそれなりの知識がな
ければ出てこない。世界の悲惨な実情があるか
らこそ、それに対する同情や先進国としての責
任感が生じて貢献という発想が出てくるとも考
えられる。
現在、多くの学校でユニセフ募金を行なって
いるが、ユニセフというブランドを信頼してい
るに過ぎない恐れもある。国連や国連の活動に
ついても教員の知識、それも、より正確で適時
性のある、現在的な知識を増やすことが求めら
れる。
著名な例では、ピュリッツァー賞「ハゲワシ
と少女」の写真を見せて、アフリカの窮状を訴
えた事例やドーデの「最後の授業」による平和と
言葉の大切さを訴える事例もあるが、それで成
功すればよいとしても、茶番になりかねない。22
学校教育では、「個人レベルの国際性」と
「国レベルの国際性」を分けて論じることはな
いが、しいて言えば、社会科等の教科指導が国
レベルを、総合的な学習や道徳における調査や
ボランティアなどの体験活動が個人レベルの国
際化に対応するものといえよう。国際理解教育
を貢献意識の醸成のレベルまで上げるには、こ
の概念を使うと分かりやすいかもしれない。
国内で交流をするのは難しい面もあるが、今
後は、移住者や難民も急激に増加することが想
定されるので、その人々たちとの接触も増える
だろう。学校にもそのような子どもが入ってく
ることになるので、日本語教育とともに、交流
教育も進める積極性が必要になるだろう。
そのほか、インターネットの活用、長期休業
中の活用、教科・領域の連携、民間団体等との
連携、部活動での実施、海外との連携、募金活
動の活用、フィールドワーク、海外の学校の貢
献策の調査等、様々な事例を学校の実態に即し
て取り入れることが望まれる。
つまるところ、「日本国内では現地に行けな
いから何をする」ということになる。総合的な
目標としてディベートを挙げる人もいる。
それでは、海外の日本人学校に対し、日本国
内の学校の優位性はあるのだろうか。それは、
なんといっても、中長期的な指導が可能なこと
である。小学校なら6年、中学校なら3年、小
中一貫校なら9年、中等教育学校なら6年であ
る。最近その必要性が言われている幼小中高の
連携が可能なら、15年のスパンで考えること
ができる。それだけあれば、英語にも堪能で、
国際社会をよく知り、世界に対する貢献活動の
体験もしている子どもが育成されても不思議は
ない。
中期的に3年と考えても、その中で、交流活
動、経験者の話、貢献活動のそれぞれ1回は実
施できるであろう。行政の教育観や学校経営方
針への具体的な反映が期待される。
あとは、熱意で時間不足をカバーできるかど
うかということになりそうだ。
3.1 英語科との連携による国際理解教育推
進事例
国際貢献意識を育てるには、いかに世界が貧
しいかという現状認識が必要であることは、
NGO等経験者へのアンケート調査や生徒への
アンケート調査で強く指摘されたことである。
日本にいるとなかなかわかりにくいので、日本
国内でその情報が得られるところをフィールド
ワーク的に調査することが考えられる。一つは
大使館があるが、大使館には国策として自国の
貧困をありのままに見せられない場合も考えら
れる。そこで注目されるのが、各国のレストラ
ンである。GF中1年生の回答の中に見られるが、
国際教養科の授業の一環として、世界のレスト
ランめぐりをしている。
貧困の元はなにより食料であるから、レスト
ランで働く人々から自国の状況を聞くことは、
直接貧困と向かい合う機会ともなろう。幸い、
東京にはあらゆる国のレストラン（自称である
が）がある。国を代表しているわけではないか
ら、その地域のさまざまな情報も入るだろう。
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これを英語科との連携で行うことである。英
語科の授業は週4時間と現状からは大幅なゆと
りが生じる。しかも、小学校で会話の基礎を学
んでいる。外国人講師も導入されるだろうから、
聞く力は格段に向上しているだろう。
英語によるインタビューや英語によるレポー
トによりレストラン紹介を行うことである。外
国レストランであれば、英語メニューがあるこ
とが多い。しかも、それはやさしい英語で構成
されている。食事に興味のない生徒は、まず、
いない。日本語メニューや日本の食事のメニュ
ーとの比較も英語でできる。
英語科としても授業のマンネリ化を防ぐに
は、使える英語を教えることである。英語のメ
ニュー作りなど、そのまま海外旅行にも使える
という動機付けにも事欠かない。
では、英語科と何が連携するかである。総合
的な学習の時間が50～70時間あるので、その
時間との連携となる。英語の140時間のうちの
35時間と総合的な学習の時間のうちの15～20
時間程度及び、1日か2日のフィールドワーク
である（これも総合的な学習の時間として実施
できるが、特別活動として校外学習とあわせる
ことも可能である）。
修学旅行で外国人へのインタビューを課す学
校もあるが、その延長上にあると考えればよ
い。
レストランでなくとも、デザート等のパッケ
ージの表示の国際化を利用することも可能だろ
し、車内広告までになっているフェアトレード
商品の調査はNGOとの連携もでき、英語力の
脆弱さをカバーできるだろう。また、例えば、
英語による調査活動への発展も考えられる。発
表を英語表記にするだけでも雰囲気が伝わるだ
ろう。
3.2 海外NGO等との連携 23
国際貢献意識は世界の惨状を知ることから始
まる。本調査では、その方法として、国内では
映像による効果が高いことが示されてきたが、
それは海外でも同じである。海外で生活してい
れば、その情報はもっと早く、また、正確に伝
わることが多い。24
海外への親の赴任には様々なケースがある
が、海外生活、特に子どもを伴っての海外赴任
は、子どもの教育が大きな問題となる。まず、
安全、そして学力、さらに外国語（英語）能力
の順番になる。望ましい教育環境がなければ、
単身赴任になることが多い。妻子（あるいは夫
子）帯同であれば、子どもがその国の惨状を見
ることは比較的容易である。しかし、それを見
せないようにする意図も保護者や学校にはある
ともいえる。
外務省の資料によれば、JICA関係では83カ
国、ODAの現地タスクフォースは72カ国に及
んでいる。日本人学校の近所では活動は少ない
だろうが、接触は比較的容易だろう。
海外NGOの活用については、日本国内での
活用も考えられる。学校、地域が一体的になる
上でも有効であろう。例えば、フェアトレード
のNGOや図書を送っているNGOなどは内容的
にもわかりやすいし、安全面でも保護者を納得
させやすい。そして、海外でそのような活動を
した経験は日本に帰国してからも、教員、生徒
ともにかかわりやすいともいえる。海外の日本
人学校と日本国内の学校の連携を模索している
人にとってもヒントとなるだろう。
日本国内の学校でも、海外NGO（INGO）と
の連携は有力なフィールドワークとなる。なに
より、海外での最近の体験を安全に伝えてもら
える。最近はDVDなどの映像も充実しており、
プレゼンテーション技術も優れたNGOが増え
ている。問題は、中学生レベルを対象にしたも
のが少ないということだ。一般論として、小学
生向けや高校生向けは多いが、中学生の発達段
階を意識したものが少ない。
近年、キャリア教育の重要性が高まり、行政
の協力も増えた。職業体験が中心であるが、そ
の中にNGOを入れることが効果的であろう。
中学生にもすぐにできるような内容のものや、
それ自体貢献策になるようなものもある。そこ
で、上述した、海外に図書を送っているような
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団体や救援物資にかかわる団体、フェアトレー
ドや児童労働にかかわる団体等、政治色の薄い
団体をリストアップしておくことがよい。
1年生の時に、NGO経験者からの話を聞いた
り、ワークショップを経験してから2年生でそ
のようなNGOでインターンシップを行うよう
にすれば、学校として継続性を持たすことがで
きる。
世界に出なくても、日本国内でも国際貢献は
十分できる。例えば、詳しい定義は避けるが、
難民の受け入れや移民にかかわる団体もあり、
そのようなところでは英語や外国語に触れるこ
とも可能だろう。日本国内で、世界の惨状の体
験を生で聞けるチャンスにもなる。2008年12
月には定住性によるミャンマーからの難民受入
が閣議決定された。日本の国際貢献の新しい展
開が見える。
今後の日本の難民や移民政策の動向にもよる
が、外国人が増えることはあっても減ることは
ないだろう。東京の結婚の10組に1組は国際結
婚と言われる。その子どもや外国人の子どもへ
の教育問題に対しても、NGOとの連携の道が
役に立つことだろう。グローバル化の最後に起
こると言われる人の移動に対応するのが、今の
生徒たちの立場である。
一方、例えば、自治体の中で、外国人に対し
日本語教育を支援している組織もある。また、
逆に、英語や他言語に精通している団体もある。
そのようなNGOを学校に取り組む工夫をして、
学校の中での言語活動について指導計画を作成
することもできるであろう。
学校が地域の活性化にかかわり、地域が学校
を支援するようなシステムが作られつつある。
コミュニティスクールなどの動きもその流れで
あろう。今後、学校の市民化が進むことが考え
られるが、その際には、NGOの活用は中心的
課題となろう。
NGOが学校全体にかかわるには、学校も小
単位の生徒集団のほうがやりやすい面もある。
そのためには、生徒会や部活動等の単位を活用
すると効果的であろう。それらの小集団を通じ
て、学校全体に働きかける方法である。生徒の
主体性を育てながら行なうことが貢献する態度
の育成には重要であろう。
NGOにとっても、自らのアドボガシーを得
るチャンスにもなり、また、教育力を高めて、
人材不足の解消の一つのきっかけにもつながる
ことだろう。
国際社会で活躍しているNGO等との連携は、
在外教育施設、日本国内どちらでも可能であり、
また、国境を越えた継続性や発展性を秘めてい
る。それが、国際貢献する児童･生徒の育成に
役立つのであれば、一石二鳥といえるだろう。
おわりに
本稿は、筆者の在外教育施設での経験を踏ま
え、NGO等の国際貢献で活躍している人と生
徒の意識を中心に、今後の日本及び海外の中学
校等での国際理解教育や交流教育、国際貢献を
進める上での方向性を提案した。特に、日本人
学校への国際交流ディレクターの派遣を取り上
げ、その成果や期待について述べた。あくまで
も、現場の人の調査に徹し、現場で使える提案
になるように心がけた。
調査と考察を終えて改めて認識したことは次
のことである。
主に日本国内の中学校では、「現在の世界の
状況と支援の必要な子どもたちの姿、同年代の
子どもたちの活動、先進諸国の貢献策、特に日
本の貢献策等について日常的な情報を読み取ら
せることと、将来、世界に自ら足を踏み出す意
欲や知識、ツールとしての英語力やコミュニケ
ーション能力の醸成」が求められている。その
流れの中で、小学校段階での学習、特に英語活
動を位置づけることの効果も極めて大きいだろ
う。そして、その手段として、小中の連携や国
内外のNGOの活用、外国人との交流等が効果
的であると考えられる。
一方、海外の日本人学校では、「国際交流デ
ィレクターの活用はもとより、国際交流ディレ
クターの派遣されていない学校でも、その趣旨
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を十分に取り入れて、国際貢献への道筋を作り
出すことと、普遍的な人権感覚等日本では実感
しにくいことをつかませること」である。その
手段としては、現地にいることを最大限に生か
して、現地の子どもたちとの交流を深めるため
に教員同士の交流を図ったり、現地で活躍する
人々やNGOと連携したりすることと、英語を
中心とした言語の習得を図ることである。
今後の課題としては、海外の日本人学校等で
の調査との関わりをあげることができる。今回
の、N区調査では、区立中学校間に顕著な差異
は見られなかった。そのような生徒が海外の日
本人学校に編入学したとして、短期間に考えや
意識が変わるとも思えない。そうなると、海外
日本人学校の調査では、在留年数による差異や
生育歴（何校目の日本人学校経験かなど）の追
跡も必要になろう。海外日本人学校の多様性を
考えると、学校間の差異の検証は可能かもしれ
ないが、日本の学校との比較は難しいであろ
う。
もう一つの課題は、グローバル化と貢献との
関係についてである。本稿では詳しく触れなか
ったが、例えば、日本で外食（に限る必要は無
いが）をするとグローバル化を体感できる。い
うまでもなく、食材のほとんどは輸入している
からである。したがって、外食することがグロ
ーバル社会への貢献になっているという論理
も、あるいはその逆も、成り立つ。このことが、
本稿で貢献の定義を厳密に行なわなかった理由
であり、また、NGOの選定も行なわなかった
理由である。NGO等経験者対象のアンケート
調査では、「高校以上、あるいは、大学（卒業）
後に現在の貢献活動へ意識が向っている」とい
う回答が多い。貢献の意味をその人なりに（そ
の時点で価値判断した意義というべきか）理解
した場面ではないかと思う。
その価値判断を中学生の発達段階でできるか
どうか、あるいは、小学生に何が貢献かという
価値基準を浸透させられるかという疑問が生じ
る。その際に、基礎となるのが現在の学校教育
では、学習指導要領である。しかし、その中で
いくら道徳教育の重要性を訴えても、価値基準
がはっきりしないと、極めて情緒的な指導傾向
になり、具体的な行動へと結びつきにくい。
端的に言えば、「車内で老人に席を譲る」と
いうような古典的道徳観で国際貢献を図ること
ができるかどうかということである。この点に
ついては道徳教育の分野にもなり、また、国家
観ともかかわるだろう。
個人レベルの国際化と国レベルの国際化があ
るように、貢献にも個人レベルと国レベルがあ
る。その両者が合致している時には個人レベル
の貢献者の成就感もモチベーションも高まるで
あろう。特に、中学生の発達段階では、その両
者が一致していることに安心感を得て、自らの
アイデンティティの確立にもつながるであろう。
残念ながら、日本ではODAが国内でも十分
評価されていない。海外での自衛隊の活躍にし
ても、憲法等の法的課題は別にして、心情的に
十分理解されていない印象が強い。それは学校
内や学校にかかわる行政にも感じられることで
ある。
NGOを現地での武力から護れない自衛隊派
遣であれば、国レベルの貢献策とはとても言え
ない。派遣された自衛隊員の気持ちはいかばか
りであろうか。PKOを含めた国際貢献への世界
の流れからあまりにも遅れてしまっている。筆
者は、国際貢献をこの立場で考えているが、そ
れを義務教育段階で触れる機会がないことに疑
問を禁じえない。
国レベルの国際貢献が広く国民に認知され、
その中で様々なNGOが貢献策を披瀝すれば、
それが国と反対な立場であっても、おのずと生
徒たちの貢献への目標や方向性が定まってくる
と考えられる。それが希薄なために、多くの
NGOが林立し、同じようなところで同じよう
なことをしていながら、お互いの関連性が見ら
れないことにもつながっているようにも思え
る。
本稿では十分触れられなかったが、生徒の国
際貢献意識の醸成には国レベルでの国際貢献に
対する理解というバックグラウンドが日本国内
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でも必要であろう。本稿を現場からのフィード
バックを主体とした構成に組み立てたのも、こ
のような意識醸成に一石を投じたかったからで
ある。この点については、現状理解に留まって
いるといえよう。
主たる参考文献等
(1) 文部科学省ホームページ『CLARINET』
(2) 文部科学省国際教育課広報誌『飛行船』
(3) 文部科学省『派遣の手引き』 平成15年度版　
(4) 文部科学省『在外教育施設派遣教員内定者等研
修会研修資料』平成15年
(5) 文部科学省「学習指導要領」平成10年、平成20
年
(6) 大津和子「国際理解教育」国土社　1992
(7) 箕浦康子「異文化体験と人間形成」岩波1992
(8) 岡本薫「国際化対応の重要ポイント」全日本社
会教育連合平成11年
(9) 田中克彦「ことばと国家」岩波新書1981
(10) 藤原章生「絵はがきにされた少年」集英社2005
(11)酒井啓子「イラク　戦争と占領」岩波新書2004
1 筆者は、昭和60年度（1985年）から3年間ロン
ドン日本人学校に、平成15年度（2003年）から
2年間シンガポール補習授業校と上海日本人学
校に派遣された。上海では第二上海日本人学校
及び蘇州日本人学校の創立にもかかわった。
2 日本国際理解教育学会は1991年に設立された。
設立趣旨説明によれば、研究者、教育実践者、
その他の関係者を統合して、国際教育の研究と
実践、諸国民との交流を通じて、我が国の国際
教育の促進、発展に寄与することを設立目的と
している。
3 グローバルフェスタジャパン2007は同実行委員
会主催、外務省、独立行政法人国際協力機構
(JICA)、国際協力銀行(JBIC)、(特活)国際協力
NGOセンター(JANIC)が共催した。国内最大規
模のNGOの祭典。100以上の団体参加があり、
このフェスタのためのボランティアも多数い
る。例年この時期に日比谷公園で開催される。
79,345名の来場者があった。
4 国際化には、「国レベルの国際化」と「個人レ
ベルの国際化」が考えられる。学習指導要領等
で扱われ始めたということは、国レベルの国際
化改善のための個人レベルの国際化の必要性が
広く認識されるようになったことに他ならな
い。多くの学校等で行われているのは、個人レ
ベルの国際化への対応であり、NGO経験者の回
答も個人レベルの影響について述べていると思
われる。これがNGO等での活躍により、国レベ
ルの国際化の課題解決に対し政策提言をできる
レベルに上がっていくと思われる。将来的には、
国民一人一人が国の国際化に対する政策決定に
対する意見を持つことが重要である。この「国
レベルの国際化」と「個人レベルの国際化」に
ついては岡本薫「国際化対応の重要ポイント」
（平成11年）によった。
国際理解や交流を貢献という意識にする過程
も、個人レベルから国レベルという意識の深化
とも言える。実際に貢献活動をしている人の意
識に国レベルがあるかどうかはわからないが、
少なくとも、他人は、○○国の人の活動という
認識を持つことが多い。国境なき医師団等の国
境なき○○や日本のNGOペシャワール会等には
そのような意識はないと思われるが、アフガニ
スタンでも日本でもペシャワール会は日本の
NGOという認識だろう。
5 例えば教科書でODAに触れているのは、中3の
社会「公民」で、200ページあまりのうち、10
行500文字程度である。（「新しい公民」（東京書
籍））。もう少し「ODAのよさや苦労、現地の反
応を子どもに伝えたい」という教員の声は多い。
高校は基本的に授業を選択するので、ODAにつ
いて全国民が学習するのはこれだけである。
6 文部科学省が認定する最初の日本人学校は1956
年のバンコクに、また、最初の補習授業校は
1958年にワシントンに設立された。どちらも私
立の小中学校である。米国などでは、そのまま
在住する生徒が多く、高等部の設立要求も強い。
私学が海外に高等学校を作る理由の1つとなっ
ているが閉校も続いている。最近は幼稚部の設
立要求が高い。企業が、給与面で比較的低廉な
世代の派遣にシフトしていることがわかる。
7 計画・交渉・事前指導・実施・事後指導のため
の時間が必要で、事前指導・事後指導には通常
各2時間程度は費やす。交流について発表する
ような計画では6時間程度かかるだろう。派遣
教員は通常の授業を行いながら、これらのこと
をやらなければならない。事前・事後指導や実
施については国内の教育活動の延長でできる
が、計画・交渉、特殊な内容等には相当な現地
での経験が必要になる。
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8 別項では、国際交流ディレクターの執務場所も
「日本人学校の校舎内が適当であると考えられ
ます。」と規定している。常識と思えることが
通用していない地域もあるようだ。
9 国際交流ディレクターの派遣地はジャカルタ、
シンガポール、ソウル、香港、上海、クアラル
ンプール、ニューヨーク、シカゴ、サンパウロ、
メキシコ、デュッセルドルフ、ブラッセル、フ
ランクフルト、プラハ、ドバイ、カイロ及びナ
イロビの17校と示されている。平成19年度ソウ
ル、香港、北京、上海、ローマが追加募集され
た。20年度には、10人が7人に減らされた。
10 この内容を理解するには、相当な教職経験と少
なくとも教育課程の編成に携わった程度以上の
識見が必要であろう。まして、それを実践する
には相当な実践経験と管理職レベルの調整能力
及び危機管理能力が要求されるだろう。危機管
理能力は一般的に言って、民間人の方が高いと
思われるが、児童・生徒の安全という観点も含
まれることに留意する必要がある。発達段階に
よって異なるという点で、民間人管理職には難
しい場合があるようだ。
11 文部科学省国際教育課『気球船』202号、平成
18年10月。同207号、平成19年3月。当時の国際
教育課長T氏が「私見」と但書している。
12 現地校との打ち合わせは想像以上に難しい。国
際交流が十分成果を上げにくい大きな理由であ
る。例えば、ローマ日本人学校での現地校訪問
記録には、「全学年とも、それぞれの当該学年
と共に行事を楽しんだが、受け入れクラスによ
って企画が任されており、授業を行っているク
ラスもあれば、校庭で好きなように遊んでいる
クラス、教室内でゲームを行っているクラスな
ど様々だった。全校の動き、それぞれの学年の
動きなどをある程度、共通理解しておくことが
必要だと感じた。交流内容について、事前に打
ち合わせを行うことは、相手校としては難しい
ようであった。お互いの学校にとって、価値あ
る交流活動に高めるための工夫が必要であるこ
とを感じた。」とある。日本の学校文化、特に
一斉指導・共通理解は多くの国で通じないよう
だ。（『ローマ日本人学校教育活動記録集2007』）
13 ほとんどの日本人学校が様々な交流活動等をホ
ームページ上で紹介している。この3校とも国
際交流ディレクターが影で活躍していることが
想像されるが、記述はない。国際教育課の広報
誌「『気球船』」200号（平成18年8月）～221号
（平成20年6月）には「世界の窓」という学校の
紹介記事があるが、国際交流ディレクターの報
告は1件のみである。また、シンガポール日本
人学校の紹介記事は4件あるが、派遣されてい
る国際交流ディレクターのことは一言もない。
学校内での立場が感じられる。
一方、現国際教育課長のO氏は、着任あいさ
つで、「日本人ばかりの日本人学校は、大きな
異文化の海にぽっかりと浮かぶ島のようの存在
です。現地の社会との交流を通じて、日本とは
異なるものの考え方を理解し、寛容性を身に付
けるまたとない機会になるのではと思います。
文部科学省としては、こうした現地との交流を
支援するために、国際交流ディレクターをニー
ズに応じて派遣しています。こうした制度の充
実のために、皆様の後押しをお願いしたいと存
じます。」と国際交流ディレクターについて触
れている。「大きな異文化の海にぽっかりと浮
かぶ島」とは言い得て妙である。（『気球船』
213号、平成19年9月）
14 岡本薫氏は「○○を通じて国際協力活動に携わ
る方々の中には、『何の見返りもいらない。感
謝されれば』などという人々が多いようです。
しかし、これは、『感謝されたい』という部分
で既に『見返り』を求めてしまっており、また、
『こうすれば感謝されるはずだ』という思い込
みの部分で、自国の文化に基づいた予断に陥っ
てしまっているのです。つまりこのような発想
自体が、もともと『日本の文化』に基づいたも
のであるといえましょう」と警告している。○
○のなかには、原文では「NGOなど」が入るの
であるが、学校を入れてもぴったりする。筆者
は「千羽鶴」を見るたびにこの文章を思い出す。
岡本薫「国際化対応の重要ポイント」2006
15 岡本薫「国際化対応の重要ポイント」2006
氏は「近い文化ほど気配りが必要」と指摘して
いる。
16 教員が遊んでいるわけではない。これらの現地
旅行等の調査は各学校での副読本等の「現地事
情に関する補助教材」（詳細は文部科学省web
『クラリネット』参照）作成に活用されている。
これなしには、児童・生徒への現地理解教育は
できない。また、各学校が独自に作成し次期派
遣者に資料として送っている『派遣の手引き』
書の作成にも欠かせない。これは、派遣教員や
その家族の現地理解に大いに役立っている。
17 「お互いの行動を見直す相互理解」は岡本薫の
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前掲書による。個人レベルの国際化の第3段階
として、「できる範囲で相手に合わせて自分の
行動を変える」ことを意味する。
18 ナイロビ日本人学校派遣の国際交流ディレクタ
ーは「（忙しい教員の側面支援として）、いつも
新しい教育施設や教材など、先生方にケニアの
教育における最新情報を提供し、助言してきま
した。保護者や日本人会の方々などに対しては、
学校支援のガイドラインを作成し、外部講師・
学校支援アドバイザー・学校支援ボランティア
を募集したり、学校施設開放をするなど、日本
人学校を親しみのある存在として理解していた
だけるように努力してきました」と書いている。
（『気球船』201号平成18年10月）
19 個人レベルの国際化と国レベルの国際化につい
ては、イラクでの日本の国際貢献にかかわり、
酒井啓子「イラク　戦争と占領」(2004)の中で、
次のように書かれている。
「自分が関わりあう『他国』に対する個人の思
いと、その国に対して自国政府が掲げる看板と
に齟齬が生じないことは幸せなことであろう。
あるいは『他国』の人々が、個人と個人が負わ
されている看板が異なるものなのだと認めてく
れている間は、問題ないだろう。だが、知らず
知らずの間に、背負った看板が個人の意図を超
えたメッセージを『他国』に発するようになり、
そして『他国』の人々が、すべての国民はその
国の政府の掲げる看板のために行動するもの、
としてしか見てくれなくなったとき、個人は、
掲げられた看板の内容に否応なく責任をとらな
ければならなくなってしまう。」(引用以上)
これは、戦争状態に近い極限の話ではあるが、
「小さな外交官だから」などと言って生徒指導
をしていた経験を反省した。
子どもに小さな外交官を期待するのは、日本
のよさを宣伝するアドボカシーを期待したとい
うことだろう。
20 本学池間教授は、「生徒に『なぜあなたがここ
にいるのか』を問いかけ、説明させて、現地と
の関係を理解させ、保護者と現地との関係（し
たがって、日本と現地との関係）を分からせる」
という手法を例示している。
21 前国際教育課長T氏の「日本人にとっての英語
の意義」（『気球船』202号、平成18年10月）
22 ケビン・カーター（Kevin Carter）の写真は事
実ではあるが、「たまたま、母親が地面に子ど
もを置いただけで、30分後にはまた抱きかかえ
て去った」、という。彼自身は何も嘘を言って
いないが、「アフリカの貧困や戦禍を示す」と
いう印象をもたれた。未必の故意的作為があっ
たと思われる。一方アルフォンス・ドーデ
（Alphonse Daudet）の「最後の授業」は明らか
に意図的に書かれたものであろう。どちらも象
徴的ではあるが、実情を知っていれば、単純に
教材として使うことはできないだろう。なお、
「ハゲワシと少女」については藤原章生「絵葉
書にされた少年（2005）」を、また、「最後の授
業」については田中克彦「言葉と国家（1981）」
による。なお、それらの著書の信憑性には触れ
ない。
23 文部科学省web『クラリネット』によれば、日
本人学校でJICA等の外部講師を活用している事
例は、延べ30校程度に上る（平成18年度4月調
査）。例えば、国際協力事業団、日本学術振興
会、JICA、在外公館職員、各社特派員等である。
現地NGOについての記載はない。また、内容は
現地文化や進路・職場体験の事項となってい
る。
24 国際貢献イコール発展途上国ではないが一般的
には途上国が対象になることが多い。先進国で
は、例えば、ローマ日本人学校では、国際機関
との連携で生徒に体験を通じた活動を行ってい
る。立地を生かした国際交流ディレクターの手
腕とも言えよう。
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